
事 業 概 況 （平成 28年 8月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 28年度労災保険業務機械処理の平成28年 8月末現在における保険給付支払総額は3,353億円で、前年同期に比べ

て0.7％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が1,802億円で53.7％と最も大きく、次いで療養補償給

付が957億円で28.6％を占めている。以下、休業補償給付が11.8％、障害補償一時金が3.9％、遺族補償一時金が0.9％、

介護補償給付が0.8％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.1％を占めている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が7.9％増、葬祭料が3.6％増、二次健康診

断等給付が1.8％増、障害補償一時金が0.5％増、療養補償給付が0.4％増、介護補償給付が0.3％増となっているのに対

し、休業補償給付が4.0％減、年金等給付が0.9％減となっている。（第１表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 337,721,266 100.0 △ 1.9 335,255,763 100.0 △ 0.7

療 養 補 償 給 付 95,326,186 28.2 △ 1.5 95,746,356 28.6 0.4

休 業 補 償 給 付 41,065,545 12.2 △ 3.3 39,422,710 11.8 △ 4.0

障 害 補 償 一 時 金 12,846,799 3.8 △ 1.4 12,910,342 3.9 0.5

遺 族 補 償 一 時 金 2,756,524 0.8 △ 13.5 2,974,411 0.9 7.9

葬 祭 料 823,036 0.2 △ 12.9 852,398 0.3 3.6

介 護 補 償 給 付 2,802,198 0.8 △ 3.4 2,810,922 0.8 0.3

年 金 等 給 付 181,738,465 53.8 △ 1.5 180,169,444 53.7 △ 0.9

二 次健 康診 断等 給付 362,514 0.1 7.5 369,178 0.1 1.8

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成27年度　27年8月末 平成28年度　28年8月末

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が986億円で29.4％、「その他の事業」が925億円で27.6％、

「製造業」が841億円で25.1％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が4.3％、「林業」が2.0％、「船舶所

有者の事業」及び「漁業」がそれぞれ0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「漁業」が5.3％増、「その他の事業」が1.5％増となっているの

に対し、「鉱業」が6.3％減、「船舶所有者の事業」が2.6％減、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が2.5％減、「建設

事業」が1.8％減、「林業」が1.4％減、「製造業」が1.0％減、「運輸業」が0.5％減となっている。（第２表） 

 



区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 337,721,266 100.0 △ 1.9 335,255,763 100.0 △ 0.7

林 業 6,660,876 2.0 △ 3.7 6,568,537 2.0 △ 1.4

漁 業 1,151,624 0.3 △ 6.1 1,212,857 0.4 5.3

鉱 業 15,456,671 4.6 △ 6.3 14,485,675 4.3 △ 6.3

建 設 事 業 100,353,498 29.7 △ 2.9 98,570,116 29.4 △ 1.8

製 造 業 84,956,616 25.2 △ 2.5 84,131,586 25.1 △ 1.0

運 輸 業 35,729,786 10.6 △ 1.4 35,559,903 10.6 △ 0.5

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
819,041 0.2 △ 2.1 798,362 0.2 △ 2.5

そ の 他 の 事 業 91,162,588 27.0 0.4 92,535,922 27.6 1.5

船 舶 所 有 者 の 事 業 1,430,566 0.4 14.3 1,392,804 0.4 △ 2.6

平成27年度　27年8月末 平成28年度　28年8月末
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年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が974億円で54.0％と最も大きく、次いで障害補償

年金が682億円で37.9％、傷病補償年金が146億円で8.1％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が599億円で33.2％、「製造業」が518億円で28.8％、「そ

の他の事業」が339億円で18.8％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が5.8％、「林業」が1.9％、「漁業」

が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.1％となっている。（第３表） 

 

平成28年度　28年8月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

　業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 68,239,948 97,359,036 14,570,460 180,169,444 100.0

林 業 998,969 2,296,379 154,235 3,449,583 1.9

漁 業 187,164 592,511 27,686 807,361 0.4

鉱 業 972,283 7,168,049 2,370,970 10,511,303 5.8

建 設 事 業 19,271,150 35,206,207 5,381,410 59,858,767 33.2

製 造 業 25,796,551 23,152,206 2,887,730 51,836,488 28.8

運 輸 業 7,069,885 10,888,134 1,051,311 19,009,330 10.6

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
123,246 350,805 35,165 509,216 0.3

そ の 他 の 事 業 13,759,876 17,524,275 2,645,718 33,929,869 18.8

船 舶 所 有 者 の 事 業 60,823 180,470 16,234 257,527 0.1

構 成 比 37.9% 54.0% 8.1% 100.0% －

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比

 

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

 

 

 

 



 

保 険 料 

 

  平成 28年度労災保険業務機械処理の平成28年 8月末現在における保険料徴収決定済額は7,708億円で、前年同期に比

べて0.3％増となっている。保険料収納済額は2,722億円で、前年同期に比べて0.1％減となっている。また、収納率につ

いてみると35.3％となっており、前年同期に比べて0.1ポイント下回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が3,681億円で47.8％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,559 億円で 20.2％、「製造業」が 1,525 億円で 19.8％を占めている。以下、「運輸業」が 9.0％、「船舶所有者

の事業」が 1.7％、「林業」が 0.6％、「鉱業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「漁業」がそれぞれ

0.3％となっている。（第４表） 

 

区　分　

平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度

　業　種 27年8月末 28年8月末 27年8月末 28年8月末 27年8月末 28年8月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 768,561,473 770,796,582 100.0 0.3 272,372,889 272,217,155 100.0 △ 0.1 35.4 35.3

林 業 4,898,736 4,920,603 0.6 0.4 1,731,168 1,705,099 0.6 △ 1.5 35.3 34.7

漁 業 1,866,997 1,938,850 0.3 3.8 706,276 701,925 0.3 △ 0.6 37.8 36.2

鉱 業 2,911,445 2,828,273 0.4 △ 2.9 812,747 763,436 0.3 △ 6.1 27.9 27.0

建 設 事 業 158,495,423 155,872,873 20.2 △ 1.7 59,267,799 59,329,984 21.8 0.1 37.4 38.1

製 造 業 155,837,313 152,461,470 19.8 △ 2.2 46,320,036 44,347,023 16.3 △ 4.3 29.7 29.1

運 輸 業 68,284,645 69,533,095 9.0 1.8 20,427,671 21,189,704 7.8 3.7 29.9 30.5

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,202,682 2,133,173 0.3 △ 3.2 794,470 844,987 0.3 6.4 36.1 39.6

そ の 他 の 事 業 361,263,788 368,057,201 47.8 1.9 138,076,628 138,959,033 51.0 0.6 38.2 37.8

船舶所有者の 事業 12,800,443 13,051,043 1.7 2.0 4,236,095 4,375,965 1.6 3.3 33.1 33.5

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
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同　期
増減率

 

 


